
設計変更重視型発注方式（試行） 実施要領 

（目的） 

第１条 設計変更重視型発注方式は、建設管理部が発注する請負工事において、受発注者

双方の事務負担の軽減を図るとともに、適切な設計変更を行うことを目的とし、入

札時の設計図書作成を簡素化し、設計変更手続きを重視する発注方式を試行するも

のである。 

 

（対象工事） 

第２条 設計変更重視型発注方式の対象工事は、設計金額が５００万円以上の請負工事の

内、支出負担行為担当者が適当と認めた工事とする。 

ただし、当面は、次に掲げるものは除く。 

（１）「議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」（昭和 39 年 

４月１日北海道条例第 25号）第２に該当する工事 

（２） 鋼橋上部工事（工場製作に限る）、電気工事、塗装工事及び機械器具設置工事 

 

（周知方法） 

第３条 設計変更重視型発注方式の実施に当たっては、別紙１及び２の例により入札公告、   

指名通知書及び特記仕様書（以下「入札公告等」という）に明記し、入札参加資格

者、入札希望者又は指名業者（以下「入札参加資格者等」という）に周知するもの

とする。 

 

（質問の取扱い） 

第４条 入札公告の日又は設計図書公開の日から質問書提出期限までの期間に、入札参加

資格者から設計図書に関する誤り又は不一致等の質問があった際には、内容等を確

認し、その影響が軽微であると支出負担行為担当者が判断した場合、その時点では

修正は行わないが、契約締結後、現地確認の結果等を踏まえ、設計変更を行う旨、

入札参加資格者等に通知する。 

２  「影響が軽微」とは、積算条件に係る誤りや設計図書間の不一致等の内容が軽微

であり、設計金額のおおむね 1 割を超えない範囲内で入札参加要件の変更が生じな

い場合等をいう。 

（契約図書の作成） 

第５条 設計変更重視型発注方式の対象工事における契約図書は、契約書のほか、設計図

書とし、その構成及び特記仕様書への明示事項は、次のとおりとする。 

 

    設計変更重視型発注方式の対象工事の取扱いは以下のとおりとし、予定価格の算出 

にあたっては、見積用参考資料で示した数量や積算条件により算出しており（１）－ 

イに示した図書との不一致等の取扱いは、設計変更協議を行う。  



また、見積用参考資料の積算条件の現場との相違については、現地確認の結果等に

基づき、設計変更を行うものとする。 

（１） 設計図書 

ア 契約図書として扱うもの 

（ア）仕様書 

（イ）図面 

a 位置図 

b 設計図（平面図、標準断面図、縦断図） 

c 工事数量総括表 

（ウ）質問回答書 

（エ）見積用参考資料 

イ 当初は契約図書として扱わず、設計変更後に契約図書として扱うもの 

（ア）設計図（横断図、仮設構造図、構造詳細図、その他詳細図） 

（イ）参考図 

（ウ）数量算出書 

（エ）設計計算書 

 

（設計図書の簡素化） 

第６条 設計変更重視型発注方式の当初設計図書の作成は、通常の作成方法に加え、別紙３

に示した方式を組み合わせることで、簡素化を行うことができるものとする。 

なお、別紙の簡素化手法を使用していない工事においても、入札公告等に「設計変

更重視型発注方式」である旨を明示した場合は、第４条の規定によることができる。 

 

（設計変更の手続き） 

第７条 設計変更重視型発注方式における設計変更の手続きは、次のとおりとする。 

(１) 設計変更確認会議の開催 

  ア 契約締結後、現場着手までに（事前準備を除く）、発注者が初回の設計変更確認会

議を開催し、工事範囲の確定や設計図書の照査結果等を確認する。 

  イ 工期の２分の１経過した時期を目安に発注者が設計変更確認会議を開催し、設計変

更内容の過不足、請負代金額、工期の変更等を確認する。 

  ウ 上記のほか、受発注者いずれかの要請により、設計変更確認会議を開催することが

できる。 

エ 協議を必要とする項目が少ない場合などは、受発注者協議の上、設計変更確認会議

を省略することができる。 

オ 当該設計変更に係る設計図書の作成は、発注者が行うものとする。 

  また、発注者は確定した工事範囲等に基づき再度、工期設定を行い、必要に応じて

工期変更を行う。 



 

 （２） 簡略数量算出方式の取扱い 

 簡略数量発注方式を用いて算出した数量については、特記仕様書に該当する工種

名を記載する。 

 また、契約締結後、設計変更確認会議を開催し、設計図面や現地調査等に基づき

算出した数量により設計変更を行う。 

 （３） 概算単価計上方式の取扱い 

概算単価計上方式を用いた単価、歩掛は、特記仕様書に資材名、工種名を明示する。

また、契約締結後、「工事用資材設計単価策定要領」等に基づき作成した単価、歩

掛を用いて設計変更を行う。                          

なお、設計変更の資料作成にあたり、受注者が行う設計図書の照査の範囲を超え

るものについては、発注者が委託業務を活用し行う。 

  (４） その他 

ア 当初設計図書において、簡略数量算出方式を用いた数量の確定や契約図書の修正  

を行う場合の設計変更は、「建設工事事務取扱標準様式の設定について」（昭和 48  

年４月２日付け局総第 151 号）第 15 号様式その２「契約書」第 18 条を適用し、設  

計変更は「設計変更重視型発注方式による精査のため」とする。 

イ 本要領以外の取扱いについては、必要に応じて各建設管理部で別途定めることが

できるものとする。 

 

 （適用年月日） 

第８条 本要領は、令和５年５月８日以後に入札公告等を行うものから適用する。 

 

附 則 

（対象工事及び適用年月日を変更する場合等の特例） 

１ 当面の間、第２条（対象工事）の範囲を変更しようとする場合は、各建設管理部におい

て以下の措置を検討の上、試行的に実施できるものとする。ただし、第２条第１項第１号

に該当する工事は対象としない。 

（１）入札参加者等との合意形成措置 

対象工事に係る関係団体との事前協議、又はアンケート調査等により入札参加者の意

見聴取を行うことなどを検討すること。 

（２）本実施要領の適用範囲 

 第４条（質問の取扱い）及び第５条（契約図書の作成）の適用範囲について検討する

こと。 

２ 第８条（適用年月日）については、各建設管理部の判断により、順次対応可能なものか

ら適用できるものとする。 










